
商品分類 属性区分

単位型・
追加型

投資対象
地域

投資対象資産
（収益の源泉） 独立区分 補足分類 投資対象

資産 決算頻度 投資対象
地域

対象
インデックス

追加型投信 国内 株式 ETF インデックス型 株式・一般 年２回 日本 その他＊

＊MSCIジャパン700 SRIセレクト指数(配当込み)
※商品分類および属性区分の定義については、一般社団法人資産運用業協会のホームページ（www.imaj.or.jp/）にてご覧いただけます。

ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。

■iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF（以下「当ファンド」または「ファンド」といいます。）の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第５条の規定により有価証券届出書を2026年５月８日に関東財務局長
に提出しており、2026年５月９日にその届出の効力が生じております。

■当ファンドに関する投資信託説明書（請求目論見書）については、委託会社のホームページにて閲覧いただけます。また、
投資信託説明書（請求目論見書）は、ご請求に応じて指定参加者を通じて交付いたします。なお、ご請求いただいた場合
には、その旨をご自身で記録をしておいてください。

■当ファンドの投資信託約款の全文は投資信託説明書（請求目論見書）に添付されております。
■商品内容に関して重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）に基づ

き事前に受益者の意向を確認いたします。
■投資信託の財産は受託会社において信託法に基づき分別管理されております。

委託会社（ファンドの運用の指図を行う者）

受託会社（ファンドの財産の保管および管理を行う者）

ブラックロック・ジャパン株式会社
設立年月日：1988年３月11日

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第375号
資本金：31億2,000万円 運用する投資信託財産の合計純資産総額：15兆1,768億円（2026年１月末現在）

三菱UFJ信託銀行株式会社

＜当ファンドの詳細情報の照会先＞
当ファンドの詳細情報については、以下にお問い合わせください。
電話番号：03-6703-4100（受付時間　営業日の９：00～17：00） ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/

iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF
追加型投信／国内／株式／ETF／インデックス型

投資信託説明書（交付目論見書） 2026年７月25日
※本書は、金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書です。
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

ファンドの目的・特色

ファンドの目的
iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETFは、主としてMSCIジャパン700 SRIセレクト指数(配当
込み)（以下「対象指数」または「ベンチマーク」といいます。）に採用されている銘柄および採用
が決定された銘柄の株式に投資することにより、基準価額が対象指数の動きと高位に連動する
ことを目指します。

ファンドの特色
ファンドは契約型の追加型株式投資信託ですが、本商品のコンセプトが投資信託の機能を利用
して対象指数の現物化を図ろうとするものであり、以下の点で通常の投資信託とは異なる商品
設計となっております。

1 MSCIジャパン700 SRIセレクト指数について
MSCIジャパン700 SRIセレクト指数（配当込み）は、特定の価値観や気候変動の基準
に合致した企業のパフォーマンスを提供することを目的に構築されています。各セク
ターにおいて、MSCI ESG格付けで高格付けの銘柄へのエクスポージャーを取りなが
ら、“ベスト・イン・クラス”のアプローチを採用することで、MSCI Japan IMI Top700
指数（親指数）の25％をカバーすることを目指します。なお、ESG格付けが高い銘柄
が選定されることに伴う特定のセクターやサイズ（規模）への偏りを抑制するため、セ
クターのウェイトおよびサイズは親指数と同様の水準を維持するよう調整されます。

MSCI ジャパンIMI トップ700（親指数）
日本に上場する大・中・小型株及び不動産投資信託を対象にした、日本株
市場の浮動株時価総額の上位700銘柄をカバーするインデックスです。

MSCIジャパン700 SRIセレクト指数
リバランス：親指数に準じて年2回のリバランス（5月、11月）、

MSCI ESG格付けによるリバランスは5月のみ

以下の項目を考慮し、ランク付け
• ESG格付け - ESGリスクに対するエクスポージャー、および同業他社と比較した当該リスクに

対する管理能力に応じて評価
• ESG格付けトレンド - 前回のESG格付けと比べた現在のESG格付けの改善度の評価
• 組み入れ状況 - 既存の組み入れ銘柄を優先
• 産業グループにおける相対的なESGスコア - グループ内での相対的な企業のESGスコア
• 時価総額 - 浮動株調整時価総額が高い順に評価

個別銘柄の評価及びランク付け

ビジネスエクスポージャー項目
• 問題兵器
• 民間銃器
• 通常兵器
• 核兵器
• タバコ
• アルコール
• アダルト・エンターテインメント
• ギャンブル

• 遺伝子組換作物
• 原子力発電
• 化石燃料の抽出・生産
• 化石燃料による発電
• 化石燃料の埋蔵量
• UNGC違反企業
• ESG格付けがA未満
• ESG不祥事スコアが4未満

スクリーニング
• REIT銘柄を除外
• ESG格付けがA未満、ESG不祥事スコアが4未満の銘柄を除外 
• 国連グローバル・コンパクト（UNGC）1＊違反企業や、下記のビジネスエクスポー

ジャーを持つ銘柄を除外

銘柄選定・ウェイト付け
• MSCI ESG格付けに基づき、下記の順序で各セクター時価総額

の25％に到達するまで銘柄を組み入れ
• 上位17.5％の銘柄
• 上位25％の銘柄の中でAAランク以上の銘柄
• 上位32.5％の銘柄の既存銘柄、時価総額上位銘柄

• 親指数に対する1銘柄あたりのウェイト±5％以内
• 大型株、中・小型株のウェイトは親指数と同じに調整

ブラックロックは、MSCI
ジャパン700 SRIセレクト指
数（配当込み）の銘柄除外基
準や指数コンセプトが明確で
あること、日本株市場を包括
的にカバーしながらMSCI 
ESG格付けが高い企業への
エクスポージャーを高めるこ
とが可能になる等の点から、
優れた指数であると評価し、
ベンチマーク指数として選定
しました。

対象指数の選定
理由について

上記プロセスに基づきESGを主要な要素として選定した投資対象に信託財産を投資します。
（出所）MSCIの資料を基にブラックロック作成
1＊ 国連グローバル・コンパクト（UNGC）は、国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大

のサステナビリティイニシアチブです。
※上述のESG要素を運用プロセスにおいて勘案する際の制約要件やリスクについては後述の「投資リスク」をご参照ください。
※当指数のESGに関連するデータ・指標については以下をご覧ください。
　https://www.blackrock.com/jp/individual/ja/strategies/sustainable-investing/information
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2 受益権を東京証券取引所に上場します。
ファンドの受益権は、いつでも東京証券取引所で売買することができます。
売買単位は、１０口単位です。手数料は売買の委託を受けた第一種金融商品取引業
者が独自に定める率を乗じて得た額とします。取引方法は株式と同様です。
詳しくは東京証券取引所の会員である第一種金融商品取引業者へお問い合わせくだ
さい。
※取引所での市場価格は取引時間中に変動するものであり、取引所における需給のバランスや売買高の状況、各種取引規制、

投資対象市場と取引市場の時差または取引日の相違等の影響を受けることにより、ETFの市場価格は基準価額から乖離する
ことがあります。

3 追加設定・交換は一定口数以上の申込に限定されます。
対象指数に高位に連動するという目的の支障とならないようにするために、追加設
定・交換を対象指数のポートフォリオを組成するために必要な金額以上の場合に限定
するものです。
追加設定・交換はクリエーション・ユニットと呼ばれる単位ごとによって行われます。ク
リエーション・ユニットとは、受益権の取得・交換を行うために委託会社が定める受益権
の口数で表示される単位をいいます。
１クリエーション・ユニットに対応する受益権の口数は、委託会社が毎営業日ごとに決
定します。

4 追加設定・交換は対象指数を構成する株式により行うことができます。
１クリエーション・ユニットの設定・交換を行うために必要な対象指数を構成する株式

（以下「対象指数構成銘柄」といいます。）および金銭の内容は、ポートフォリオ・コンポ
ジション・ファイル（以下「PCF」といいます。）として委託会社が決定し、指定参加者＊

に提示します。
ファンドの基準価額と金融商品取引所での時価との間に乖離が生じたときに、合理的
な裁定が入り、そうした乖離が収斂することにより、金融商品取引所での円滑な価格
形成が行われることを期待するものです。
＊「指定参加者」とは、委託会社が、受益権の取得申込および交換請求を行う者として指定した第一種金融商品取引業者とします。
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

（イ）追加設定
投資者は、PCFにより定められた対象指数構成銘柄および金銭をもって受益権を取得し
ます。
また、投資者が対象指数構成銘柄に含まれる株式の発行会社等である場合には、原則と
して、対象指数構成銘柄の時価総額のうち当該銘柄の時価総額に相当する金額および
当該銘柄を信託財産において取得するために必要な経費に相当する金額（本書類作成
時現在、当該時価総額の0.03％を上限とした額）を当該銘柄に代えて金銭にて指定参
加者に支払うものとします。

（ロ）交換
一定口数以上の受益権を保有する投資者は、それに相当する信託財産中の対象指数構
成銘柄と交換することができます。

■株式の貸付を行う場合があります。その場合、運用の委託先としてブラックロック・インスティテューショナル・トラス
ト・カンパニー、エヌ．エイ．に株式の貸付の指図に関する権限の全部または一部を委託します。

運用体制
●　ファンドの運用・管理の各業務の役割分担を社内規程により定めております。
●　ファンドの運用については委託会社の運用部門が統括しています。
●　社内には内部監査を担当する部門、ファンドの運用状況やリスク状況等をモニターし関連部署に

フィードバックする部門、あるいは投資委員会等の開催により、各ファンドの投資方針等にしたがって
運用が行われているか確認する組織、機能が確立しています。

●　当ファンドの運用は、株式インデックス運用部（７名程度）が担当いたします。

※ファンドの運用体制等は、今後変更となる場合があります。

投資制限
株式以外の資産への投資は、原則として信託財産総額の50％未満とします。
外貨建資産への投資は、原則、行いません。

分配方針
年２回の毎決算時（原則として２月９日および８月９日）に、経費等控除後の配当等収益（配当金、貸付有価
証券に係る品貸料およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額をいいます。）の全額を分配する
ことを原則とします。将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

ブラックロックにおける全体的なスチュワードシップ方針については後述の「追加的記載事項」をご参照く
ださい。
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投資リスク

基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組入れられている有価証券の値動きによる影響を受けます。これらの信
託財産の運用により生じた損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元
金および元金からの収益の確保が保証されているものではなく、基準価額の下落により投資者
は損失を被り、元金を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金と異なります。当ファンド
に係る主なリスクは以下のとおりです。

■国内株式投資のリスク
日本国内に本拠を置く企業の普通株式を主要投資対象とします。したがって、国内の経済お
よび市場動向または組入株式の発行会社の経営・財務状況に応じて組入株式の株価および配
当金が変動し、当ファンドの運用成果に影響を与えます。

■ESGを運用プロセスにおいて勘案する際の制約要因やリスク
連動対象とする指数がESG特性を考慮している限り、投資機会や、投資対象となる銘柄が制
限されることがあります。そのため、ESG特性を考慮しないファンドに比べて、当ファンドの運
用成果が下回る可能性があります。また、当ファンドは市場全体と比べて特定の銘柄へ高い
比率で投資することもあり、市場全体あるいは他のESG基準を使用するファンドの運用成果
を下回る可能性があります。指数提供者は、組入れ銘柄のESG特性や指数のESG目標・制約
を、指数のリバランス時にのみ評価する場合があります。そのため、有価証券がESG基準を
満たさなくなったとしても、次回のリバランスまでは連動指数に含まれる可能性があります。
従って、連動指数に含まれる特定の有価証券や指数全体が、指数提供者の設けたESG基準を
常に満たし続けない可能性があります。

■有価証券の貸付等におけるリスク
有価証券の貸付等において、取引先リスク（取引の相手方の倒産等により契約が不履行にな
る危険のこと、また契約期限どおりに貸付有価証券が返却されないこと等）が生じる可能性が
あり、損失を被ることがあります。
また、貸付有価証券等が返却されない等の契約不履行が生じた場合、借主より差し入れられ
た担保有価証券等(担保には、ブラックロック・グループが設定または運用するファンドが含ま
れる場合があります。)により清算処理を行いますが、貸付有価証券または担保有価証券の評
価額の時価変動等により、ファンドが損失を被ることがあります。
これらのリスクを低減させるため、ファンドはブラックロックの関係会社との間の補償契約の
対象となる場合があります。当該補償契約の対象となった場合、貸付契約不履行時に担保有
価証券の価値が貸付有価証券の価値に満たなかった時には、当該補償により貸付有価証券
の全てが補償されます。
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

その他の留意点
◆当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はあり

ません。
◆流動性リスクに関する事項

当ファンドが保有する資産の市場環境等の状況により、保有有価証券の流動性が低下し、投資者からの換金
請求に制約がかかる等のリスク（流動性リスク）があります。当ファンドにおいて流動性リスクが顕在化すると
考えられる状況は以下の通りです。

・経済全体または個別企業の業績の影響により、株価変動が大きくなるまたは取引量が著しく少なくなる等、
株式市場動向が不安定になった場合
※金融商品取引所等における取引の停止時、決済機能の停止時または大口の換金請求については、換金請

求に制限がかかる場合があります。
◆収益分配金に関する留意点

・分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金
額相当分、基準価額は下がります。

・分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

リスクの管理体制
委託会社ではリスク管理を重視しており、独自開発のシステムを用いてリスク管理を行っております。具
体的には、運用担当部門から独立したリスク管理担当部門においてファンドの投資リスクおよび流動性リ
スクの計測・分析、投資・流動性制限のモニタリングなどを行うことにより、ファンドの投資リスク（流動性リ
スクを含む）が運用方針に合致していることを確認し、その結果を運用担当部門にフィードバックするほか、
社内の関係者で共有しております。また、委託会社の業務に関するリスクについて社内規程を定めて管理
を行っております。

NM0726U-5776870-6/20



6

（参考情報）
当ファンドと他の代表的な資産クラスとの騰落
率の比較

当ファンドの年間騰落率および分配金再投資基
準価額の推移

（2021年２月～2026年１月） （2021年２月～2026年１月）
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※上記グラフは過去５年間の各月末における１年間の騰落率の平均・
最大・最小を、当ファンドおよび他の代表的な資産クラスについて
表示したものです。当ファンドについては、税引前の分配金を再投
資したものとみなして計算しており、実際の基準価額に基づいて計
算した年間騰落率とは異なる場合があります。なお、当ファンドの
設定日が2022年６月７日のため、設定前の期間のデータは、ベン
チマークの数値を用いて計算しておりますので、当ファンドの実績
とは異なります。

※全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。

※上記グラフは過去５年間の各月末における分配金再投資基準価額
の１年間の騰落率および分配金再投資基準価額の推移を表示した
ものです。なお、当ファンドの設定日は2022年６月７日のため、分
配金再投資基準価額については、2022年６月末から表示してお
ります。また、年間騰落率は、設定前の期間についてはベンチマー
クの数値を用いた年間騰落率を表示しておりますので、当ファンド
の実績とは異なります。

※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみ
なして計算しており、実際の基準価額と異なる場合があります。

※各資産クラスの指数
日本株……… 東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
先進国株…… MSCIコクサイ指数（配当込み、円ベース）
新興国株…… MSCIエマージング・マーケッツ指数（配当込み、円

ベース）
日本国債…… NOMURA－BPI国債
先進国国債… ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国国債… J.P.モルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エ

マージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファ
イド（円ベース）

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円ベース
としております。

＜各指数について＞
東証株価指数（TOPIX）（配当込み）は、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有する我が国を代表する指数
です。東証株価指数（TOPIX）（配当込み）の指数値および東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又
は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）（配
当込み）に関するすべての権利・ノウハウおよび東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有し
ます。ＪＰＸは、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
MSCIコクサイ指数（配当込み、円ベース）およびMSCIエマージング・マーケッツ指数（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発、計算した
株価指数です。MSCIコクサイ指数（配当込み、円ベース）は日本を除く世界の主要先進国の株式を、また、MSCIエマージング・マーケッツ指数

（配当込み、円ベース）は新興国の株式を対象として算出した指数です。同指数に関する著作権、知的財産その他の一切の権利は、MSCI Inc.
に帰属します。また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。
NOMURA－BPI国債は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している指数で、日本国債の市場全体の動向
を表す投資収益指数です。同指数に関する知的財産権は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。なお、
野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、NOMURA－BPI国債の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するもので
はなく、NOMURA－BPI国債を用いて行われるブラックロック・ジャパン株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。
ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）は、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益
率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべて
の権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。
J.P.モルガン・ガバメント・ボンド・インデックス-エマージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファイド（円ベース）は、J.P.モルガン・セキュリ
ティーズ・エルエルシーが発表しており、新興国の現地通貨建ての国債を対象として算出した指数です。同指数に関する著作権はJ.P.モルガ
ン・セキュリティーズ・エルエルシーに帰属しています。
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年間収益率の推移
※ファンドの収益率は、決算時の分配金を非課税で再投資したものとして算出しています。
※2018年は、ベンチマークの算出が開始された５月31日から年末までの収益率を表示しております。
※2019年から2021年は、ベンチマークの年間収益率を表示しています。
※2022年は、ファンドは設定日（6月7日）から年末までの収益率を、ベンチマークは年初から年末までの収益率を表示しています。
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※運用実績・データ等は作成日現在および過去のものであり、今後の運用成果を保証するものではありません。
※ベンチマークはあくまでも参考情報であり、ファンドの運用実績ではありません。
※ファンドの運用状況は別途、委託会社のホームページにて開示しております。

運用実績 2026年１月末現在

基準価額・純資産の推移
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純資産総額（右軸）
分配金再投資基準価額（左軸）
ベンチマーク（左軸）

※分配金再投資基準価額は信託報酬控除後の値です。信託報酬等については、後述の「ファンドの費用」をご覧下さい。グラフ上のベンチマーク
については、グラフの起点時の分配金再投資基準価額に基づき指数化しています。

※分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとみなして算出しています。

主要な資産の状況
組入上位10銘柄（％）

銘柄名 業種 比率
１ 日立 電気機器 7.6
２ 三井住友フィナンシャルＧ 銀行業 7.6
３ 東京エレクトロン 電気機器 7.0
４ ソニーグループ 電気機器 5.9
５ リクルートホールディングス サービス業 3.8
６ 信越化学 化学 3.3
７ ＫＤＤＩ 情報・通信業 3.0
８ 富士通 電気機器 2.8
９ ＨＯＹＡ 精密機器 2.4
10 ソフトバンク 情報・通信業 2.3

分配の推移

設定来累計 14,100円

第３期 2023年８月 2,200円

第４期 2024年２月 1,900円

第５期 2024年８月 2,300円

第６期 2025年２月 2,500円

第７期 2025年８月 2,800円
※分配金は税引前、1,000口当たり

NM0726U-5776870-8/20
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手続・手数料等

お申込みメモ
取 得 単 位 １クリエーション・ユニット以上１クリエーション・ユニット単位

取 得 価 額

取得申込受付日の基準価額
ファンドの基準価額は、1,000口当たりで表示されます。
投資者は、PCFにより定められた対象指数構成銘柄および金銭をもって受益権を取
得します。
委託会社は、PCFを取得申込受付日の前営業日に指定参加者に提示します。

株 式 の 引 渡 し 取得申込に係る対象指数構成銘柄および金銭を、指定参加者の指定する日までに引
渡すものとします。

当 初 元 本 当初元本は１口当たり、200円とします。

交 換 単 位 １クリエーション・ユニット以上１クリエーション・ユニット単位

交 換 価 額

交換請求受付日の基準価額
信託財産に属する株式のうち、交換請求された受益権の価額に相当する株式を投資
者に交付します。
交付される株式（PCF）は交換請求受付日の前営業日に指定参加者に提示します。

交 換 株 式 の 交 付 原則として指定参加者または交換請求者に交換請求受付日から起算して３営業日目
から信託財産に属する株式の交付を行います。

申 込 締 切 時 間
原則として、取得申込受付日または交換請求受付日の午後４時までとします。
※原則として、午後４時以降は申込を取り消す事ができません。ただし、指定参加者および取得申込者が、申込日の午

後４時までに委託会社に取り消しの申出を行い、委託会社が承認する場合は、その申込を取り消すことができます。

取 得 の 申 込 期 間
2026年５月９日から2026年11月６日まで
※申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。
※繰上償還が決定した場合、取得申込期間は2026年10月20日までとし、2026年11月25日をもって信託を終

了する予定です。詳しくは、後述の［信託終了（繰上償還）および重大な約款変更のお知らせ］をご確認ください。

取 得 申 込 ・
交 換 請 求 不 可日

次の１．から７．の期日および期間については受益権の取得申込および交換請求に応じ
ない場合があります。
１．ファンドの計算期間終了日（決算日）の前営業日（ただし決算日が休業日の場合は、

決算日の２営業日前から前営業日までの間）
２．委託会社が、約款に規定する運用の基本方針に沿った運用に支障を来たすおそれ

のあるやむを得ない事情が生じたものと認めたとき
３．対象指数構成銘柄の配当落日および権利落日の各々前営業日から翌営業日までの間
４．対象指数構成銘柄の変更実施日および銘柄株数の変更実施日の各々前営業日か

ら翌営業日までの間
５．対象指数構成銘柄の売買停止日
６．このファンドが終了することとなる場合において、信託終了日の直前５営業日間
７．上記１．から６．のほか、委託会社がこのファンドの運営に支障を来すおそれのあるや

むを得ない事情が生じたものと認めたとき

NM0726U-5776870-9/20
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取 得 申 込・交 換
請 求 受 付 の 中 止
お よ び 取 消 し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情
があるときおよび委託会社が必要と認めるときは、受益権の取得申込・交換請求の受
付の中止、受益権の取得申込・交換請求の受付の取消しまたはその両方を行うことが
できます。

信 託 期 間 無期限（2022年６月７日設定）
※繰上償還が決定した場合、2026年11月25日までとなります。

繰 上 償 還

投資者のため有利であると認めるとき、もしくは設定日から３年経過の日以降に、受
益権の口数が1,500万口を下回ることとなった場合、またはやむを得ない事情が発
生した場合等には、信託期間の途中でも信託を終了（繰上償還）させる場合がありま
す。
また、受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合、ま
たは、対象指数が廃止された場合等は、繰上償還させます。

決 算 日 毎年２月９日および８月９日

収 益 分 配 毎決算時に収益分配方針に基づき分配します。

信 託 金 の 限 度 額 10兆円相当の有価証券および金銭とします。

公 告 投資者に対してする公告は、電子公告により次のアドレスに掲載します。
www.blackrock.com/jp/

運 用 報 告 書 運用報告書の作成・交付はいたしません。

課 税 関 係

課税上は特定株式投資信託として取扱われます。特定株式投資信託は税法上、一定
の要件を満たした場合にNISAの適用対象となります。当ファンドは、NISAの「成長
投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、第一種金融商品取引業者により取扱
いが異なる場合があります。なお、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」での
新たな購入はできません。詳しくは、第一種金融商品取引業者にお問い合わせくださ
い。配当控除および益金不算入の適用対象です。

NM0726U-5776870-10/20



10

ファンドの費用・税金
■ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用 各費用の詳細

取 得 時 手 数 料
指定参加者が定める申込手数料（消費税等相当額を
含む。）を投資者から徴収することができるものとし
ます。詳しくは、指定参加者にお問い合わせください。

取得時の商品説明、取得に関
する事務手続き等の対価

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 －

交換（買取）時手数料

指定参加者は、投資者が交換を行うときおよび受益
権の買取りを行うときは、当該投資者から、指定参加
者が独自に定める手数料（消費税等相当額を含む。）
を投資者から徴収することができるものとします。詳
しくは、指定参加者にお問い合わせください。

交換（買取）に関する事務手
続き等の対価

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 各費用の詳細

運 用 管 理 費 用
（信 託 報 酬）

ファンドの純資産総額に対して年0.121％（税抜
0.11％）の率を乗じて得た額
※運用管理費用（信託報酬）は、日々計上され、毎計算期末または信託終

了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬）＝
運用期間中の基準価額×信
託報酬率

運用管理費用
の配分

（委託会社） 年0.099％
（税抜0.09％）

ファンドの運用、基準価額の計
算、各種書類の作成等の対価

（受託会社） 年0.022％
（税抜0.02％）

運用財産の管理、委託会社から
の指図の実行等の対価

その他の費用・手数料

上場に係る費用、対象指数の商標の使用料について、
ファンドの純資産総額の年0.03465％（税抜
0.0315％）を上限として、日々計上され、毎計算期
末または信託終了のときファンドから支払うことがで
きます。
ファンドの諸経費、売買委託手数料等は、その都度も
しくは日々計上され、その都度もしくは毎計算期末ま
たは信託終了のとき、ファンドから支払われます。
また、株式の貸付を行った場合はその都度、信託財産
の収益となる品貸料の２分の１相当額以内が報酬と
してファンドから運用の委託先等に支払われます。
※その他の費用・手数料については、運用状況等により変動するものであ

り、事前に料率、上限額等を示すことができません。

・ファンドの諸経費：ファンド
の財務諸表監査に関する
費用、信託財産に関する租
税、信託事務の処理に要す
る諸費用、受託会社の立替
えた立替金の利息等

・売買委託手数料：組入有価
証券の売買の際に発生す
る手数料

※当該手数料および費用等の合計額については、ファンドの保有期間等に応じて異なりますので表示することができません。
※取得時手数料、交換（買取）時手数料、運用管理費用（信託報酬）およびその他の費用・手数料は、消費税および地方消費税に相当する金額を含みます。

■税金
・税金は表に記載の時期に適用されます。
・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時　期 項　目 税　金

分配時 所得税および地方税 配当所得として課税されます。
分配金に対して20.315％

売却時および交換時 所得税および地方税 譲渡所得として課税されます。
売却時および交換時の譲渡益に対して20.315％

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合
少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度です。
NISAをご利用の場合、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が
無期限で非課税となります。
ご利用になれるのは、第一種金融商品取引業者で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となり、税法上の要件を満たした商
品を購入した場合に限り、非課税の適用を受けることができます。詳しくは、第一種金融商品取引業者にお問い合わせください。

※法人の場合は上記とは異なります。
※上記は2026年１月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、

税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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（参考情報）ファンドの総経費率
・直近の計算期間（2025年８月10日から2026年２月９日）における当ファンドの総経費率（年率換算）は以

下の通りです。
総経費率（①＋②） ①運用管理費用の比率 ②その他費用の比率

0.20％ 0.12％ 0.08％
※当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を当作成期中の平均受益権口数に作成期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除しています。
※各費用は、原則として、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値です。
※有価証券の貸付を行う場合、信託財産の収益となる品貸料の一部（最大２分の１相当額）が運用の委託先等へ報酬として支払われます。

この報酬（ファンドにとっての費用）は、ファンドの収益に応じて発生するため、総経費率やその他費用の計算には含めておりません。
※上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

■MSCIジャパン700 SRIセレクト指数（配当込み）（以下「MSCI指数」といいます。）の著作権等について■
当金融商品は、MSCI Inc.（以下、「MSCI」と言う）、その関連会社、その情報提供会社及びMSCI指数の作成また
は編集に関与あるいは関係したその他の当事者（以下、まとめて「MSCI関係会社」と言う）が、保証、推奨、販売、ま
たは宣伝するものではありません。MSCI指数は、MSCIが独占的に所有しています。MSCIおよびMSCI指数は、
MSCIおよびその関係会社のサービスマークであり、ブラックロック・ジャパン株式会社は特定の目的の為にその
使用を許諾されています。MSCI関係会社は、ブラックロック・ジャパン株式会社または当金融商品の所有者または
不特定多数の公衆に対して、金融商品全般的またはこの特定の金融商品への投資に関する当否あるいは一般的
な株式市場のパフォーマンスをトラックしているMSCI指数の能力に関して、明示的であると暗示的であるとを問
わず、一切の表明または保証を行いません。MSCI Inc.とその関連会社は、特定のトレードマーク、サービスマー
ク、トレードネームのライセンスの所有者であり、MSCI指数は、当金融商品または当金融商品の所有者に関わら
ず、MSCI Inc.により決定、作成、および計算されています。MSCI関係会社は、MSCI指数の決定、作成、あるいは
計算において、ブラックロック・ジャパン株式会社または当金融商品の所有者の要求を考慮にいれる義務は一切あ
りません。MSCI関係会社は、当金融商品の募集等に関する事項の決定について、また、当金融商品を換金するた
めの計算式の決定また計算について責任を負うものではなく、参加もしていません。更に、MSCI関係会社は、当
金融商品の所有者に対し、当金融商品の管理、マーケティングまたは募集に関連するいかなる義務または責任も
負いません。

MSCIは、自らが信頼できると考える情報源からMSCI指数の計算に算入される情報またはその計算に使用する
ための情報を入手しますが、MSCI関係会社は、MSCI指数またはそれに含まれるいかなるデータの独創性、正確
性および／または完全性について保証するものではありません。MSCI関係会社は、明示的にも暗示的にも、被許
諾者、その顧客または相手方、ブラックロック・ジャパン株式会社、当金融商品の所有者その他の個人・法人が、契約
にもとづき許諾される権利またはその他使用のために許諾される権利に関連してMSCI指数またはそれに含まれ
るデータを使用することにより得られる結果について保証を行うものではありません。MSCI関係会社は、MSCI
指数およびそれに含まれるデータの、またはそれに関連する過誤、省略または中断に対してまたはそれらに関して
責任を負うことはありません。更に、MSCI指数およびそれに含まれるデータに関し、MSCI関係会社は、明示的、
暗示的な保証を行うものでもなく、かつMSCI関係会社は、特定目的のための市場性または適切性について、何ら
保証を行うものではないことを明記します。前記事項を制限することなく、たとえ直接的損害、間接的損害、特別
損害、懲罰的損害、拡大的損害その他のあらゆる損害（逸失利益を含む。）につき、その可能性について知らせを
受けていたとしても、MSCI関係会社は、いかなる場合においてもかかる損害について責任を負いません。
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追加的記載事項

ブラックロックにおける全社的なスチュワードシップ方針
ブラックロックでは、以下のアプローチでスチュワードシップ活動を実施しています。詳細は当社ウェブサイト
でご覧いただけます。
https://www.blackrock.com/jp/individual/ja/strategies/sustainable-investing/information

１．投資先企業に対する対話（エンゲージメント）と議決権行使を行います。
２．お客様の利益最大化の観点から、投資先企業の企業価値の向上や持続的成長を促すことで、スチュ

ワードシップ責任を果たすことを目指します。
※上記方針は、当ファンドにおける固有の方針ではなく、当ファンドの運用目標の達成を目的とするものでも

ありません。

NM0726U-5776870-13/20
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

[[信信託託終終了了（（繰繰上上償償還還））おおよよびび重重大大なな約約款款変変更更ののおお知知ららせせ]]  

委託会社は当ファンドにつきまして、信託終了（繰上償還）および付随する投資信託約款の重大な変更（以

下「繰上償還および重大な約款変更」といいます。）を行うため法令の規定にしたがい書面決議の手続きを実

施いたしますので、お知らせいたします。 

当該繰上償還および重大な約款変更については、当ファンドの 2026 年 8 月 9 日を基準日として当該基準日

現在の受益者名簿上の受益者を対象に書面決議を行ない、その可否を決定いたします。 

なお、2026 年 10 月 20 日の書面決議の結果により、当該繰上償還およびこれに関連する重大な約款変更が

可決された場合には、2026 年 11 月 21 日付で約款変更を適用し、2026 年 11 月 25 日をもって信託を終了

する日として繰上償還する予定です。 

＜＜重重大大なな約約款款変変更更のの概概要要＞＞  

１１．．繰繰上上償償還還おおよよびび重重大大なな約約款款変変更更のの内内容容おおよよびび理理由由 

内容 理由 

当ファンドの信託期間を無期限から2026 年11月25 

日までに変更し、同日を信託終了日として繰上償還を

実施します。 

当ファンドの受益権口数が、当該投資信託約款に定

められた信託契約の解約の基準である口数を下回っ

ており、現在の純資産総額では適切な運用を維持す

ることが困難な状況となっているため、当ファンド

を繰上償還することが受益者にとって有利と判断い

たしました。 

繰上償還に伴い償還金支払いに関する規定に所要の

変更を行ないます。 

上記の繰上償還に関する手続き等を明確にするもの

です。 

（注）変更内容については、別紙の「投資信託約款 変更箇所（新旧対照表（案））」をご参照ください。 

２２．．繰繰上上償償還還おおよよびび重重大大なな約約款款変変更更にに係係るる書書面面決決議議のの手手続続ききおおよよびび日日程程（（予予定定））  

 受益者確定の基準日 

 書面の発送日 

2026年８月９日 

2026年９月14日 

 書面による議決権の行使の期間 2026年10月19日まで 

 書面による決議の日 2026年10月20日 

 反対議決権を行使した受益者の買取請求期間（予定） 2026年10月21日から2026年11月９日まで 

 約款変更適用日（予定） 2026年11月21日 

信託終了日（予定） 2026年11月25日 

償還金支払い開始日（予定） 2026年12月30日 

書面決議の結果は、可決または否決いずれの場合でも、決議の日に弊社ホームページでご覧いただくことが

できます。 

ホームページのアドレス：www.blackrock.com/jp/

NM0726U-5776870-14/20
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３３．．東東京京証証券券取取引引所所ににおおけけるる売売買買にに関関すするる日日程程  

「監理銘柄（確認中）」への指定 2026年７月24日 

「整理銘柄」への指定（予定） 2026年10月20日 

東京証券取引所における最終売買日（予定） 2026年11月20日 

上場廃止日（予定） 2026年11月21日 

※なお、最終売買日までは東京証券取引所での売買が可能です。

４４．．繰繰上上償償還還おおよよびび重重大大なな約約款款変変更更ににかかかかるる書書面面決決議議のの手手続続きき  

上記に関する繰上償還および付随する約款変更は、2026 年 9 月 14 日に発送する書面決議のご案内に基

づき、議決権行使期間内（2026 年 9 月 15 日から 2026 年 10 月 19 日）に賛成する受益者（法令等の規定

に基づき、議決権を行使せず賛成となった方を含みます。）が保有する 2026 年 8 月 9 日現在の受益権口数

が、同日現在の受益権口数の 3 分の 2 以上であった場合に可決されます。 

55．．反反対対議議決決権権をを行行使使ししたた受受益益者者のの買買取取請請求求のの手手続続きき  

繰上償還および重大な約款変更が確定した場合、反対議決権を行使した受益者は、2026 年 10 月 21 日から

2026 年 11 月９日までの間に、自己に帰属する受益権を、当該受益権が有すべき公正な価額で、当該受益権に

係る信託財産をもって買取るべき旨を受託会社に、同社所定の手続きに基づいて請求することができます。た

だし、反対議決権を行使した受益者が、必ず買取請求を行なわなければならないわけではございません。 

66..取取得得申申込込おおよよびび交交換換請請求求のの停停止止

繰上償還および重大な約款変更に関する書面決議が可決された場合、当ファンド の取得申込は 2026 年 10

月 21 日 以降、交換請求は 2026 年 11 月 18 日以降、受け付けを停止します。 

当当フファァンンドドのの購購入入にに際際ししててはは、、本本記記載載をを十十分分ににごご確確認認のの上上、、おお申申込込みみ下下ささいいまますすよよううおお願願

いい申申しし上上げげまますす。。  

NM0726U-5776870-15/20
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

＜ご参考＞

別紙 投資信託約款 変更箇所（新旧対照表（案）） 

下線部＿＿は変更部分を示します。 

追加型証券投資信託 「i シェアーズ MSCI ジャパン SRI ETF」 

新 旧 

[信託期間] 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から

2026年11月25日までとします。 

[信託期間] 

第４条 この信託は、期間の定めを設けません。

ただし、第55条第１項および第２項、第

57条第１項、第58条第１項、第60条第２

項の規定によって信託を終了させること

があります。 

[信託の計算期間] 

第39条 この信託の計算期間は、毎年２月10日か

ら８月９日まで、および８月10日から翌

年２月９日までとすることを原則としま

す。ただし、第１計算期間は、信託契約

締結日から2022年８月９日までとし、最

終計算期間の終了日は2026年11月25日と

します。 

[信託の計算期間] 

第39条 この信託の計算期間は、毎年２月10日か

ら８月９日まで、および８月10日から翌

年２月９日までとすることを原則としま

す。ただし、第１計算期間は、信託契約

締結日から2022年８月９日までとし、最

終計算期間の終了日は第４条ただし書き

の規定によりこの信託が終了する場合に

おける信託期間の終了日とします。 

[収益分配金および償還金の支払い] 

第46条 収益分配金は、計算期間終了日において

第45条の受益者名簿に名義登録されてい

る者を計算期間終了日現在における受益

者（以下「名義登録受益者」といいま

す。）とし、当該名義登録受益者に支払

います。 

② 前項に規定する収益分配金の支払いは、

毎計算期間終了後40日以内の委託者の指

定する日に、名義登録受益者が予め指定

する預金口座等に当該収益分配金を振り

込む方式により行うものとします。な

お、名義登録受益者が、第45条第３項に

規定する会員と別途収益分配金の取扱に

係る契約を締結している場合は、当該契

約に従い支払われるものとします。

（削除） 

③ 償還は、信託終了日現在において第45

条の受益者名簿に名義登録されている者

を信託終了日現在における受益者（以下

「信託終了時受益者」といいます。）と

して、信託終了時受益者に、信託終了時

の信託財産の純資産総額に相当する金銭

を支払うことにより行います。なお、信

託終了時受益者は、その口座が開設され

ている振替機関等に対して委託者がこの

信託の償還をするのと引換えに、当該償

[収益分配金の支払い] 

第46条 収益分配金は、計算期間終了日において

第45条の受益者名簿に名義登録されてい

る者を計算期間終了日現在における受益

者（以下「名義登録受益者」といいま

す。）とし、当該名義登録受益者に支払い

ます。 

② 前項に規定する収益分配金の支払いは、毎

計算期間終了後40日以内の委託者の指定

する日に、名義登録受益者が予め指定す

る預金口座等に当該収益分配金を振り込

む方式により行うものとします。なお、

名義登録受益者が、第45条第３項に規定

する会員と別途収益分配金の取扱に係る

契約を締結している場合は、当該契約に

従い支払われるものとします。

③ 受託者は、収益分配金の支払いについて、

第45条第２項の規定に基づいて受益者名

簿の作成を委託した者にこれを委託する

ことができます。

（新設） 

NM0726U-5776870-16/20
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還に係る受益権の口数と同口数の抹消の

申請を行うものとし、社振法の規定にし

たがい当該振替機関等の口座において当

該口数の減少の記載または記録が行われ

ます。 

④ 信託終了時受益者に交付する金銭の額

は、信託終了時の基準価額（信託終了時

の純資産総額を受益権総口数で除した額

をいいます。）に、当該信託終了時受益

者に属する受益権の口数を乗じた額とし

ます。なお、この場合における税法上の

元本の額は、受益権１口あたり、信託終

了時においてこの信託に信託されている

金額を受益権総口数で除した額としま

す。

⑤ 前項に規定する償還金の支払いは、原

則として、受託者が、信託終了後40日以

内の委託者の指定する日から行うものと

し、信託終了時受益者は、受託者から送

付される領収証をゆうちょ銀行に持ち込

む方式または受託者から振り込まれる預

金口座等をあらかじめ指定する方式等に

より償還金を受領することができます。

⑥ 受託者は、収益分配金および償還金の

支払いについて、第45条第２項の規定に

基づいて受益者名簿の作成を委託した者

にこれを委託することができます。

（新設） 

（新設） 

（新設） 

[収益分配金および償還金の委託者への交付と支

払いに関する受託者の免責] 

第47条 （省略） 

② 受託者は、第46条第５項に規定する支

払開始日から10年経過した後に、償還金

の未払残高があるときは、当該金額を委

託者の指定する預金口座等に払い込みま

す。

③ 受託者は、前各項の規定により委託者に

収益分配金および償還金を交付した後

は、当該交付に係る金額に関する受益者

に対する支払いにつき、その責に任じま

せん。

[収益分配金の委託者への交付と支払いに関する受

託者の免責] 

第47条 （省略） 

（新設） 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益

分配金を交付した後は、当該交付に係る

金額に関する受益者に対する支払いにつ

き、その責に任じません。

[収益分配金および償還金に関する時効] 

第48条 受益者が、収益分配金については第46条

第２項に規定する支払開始日から５年間

その支払いを請求しないとき、ならびに

信託終了による償還金については第46条

条第５項に規定する支払開始日から10年

間その受渡しを請求しないときは、その

権利を失い、委託者が受託者から交付を

受けた金銭は、委託者に帰属します。 

（削除） 

[収益分配金ならびに信託終了時の交換有価証券等

および買取代金に関する時効] 

第48条 受益者が、収益分配金については第46条

第２項に規定する支払開始日から５年間

その支払いを請求しないときは、その権

利を失い、委託者が受託者から交付を受

けた金銭は、委託者に帰属します。 

② 受益者が、信託終了による交換による有価

証券および金銭については信託終了日か

ら、買取についてはその支払開始日か

ら、それぞれ10年間その受渡しを請求し
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iシェアーズ　MSCI ジャパンSRI ETF

ないときは、その権利を失い、委託者に

帰属します。 

[質権口記載または記録の受益権の取り扱い] 

第53条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載

または記録されている受益権に係る収益

分配金の支払い、交換請求の受付け、交

換株式の交付および償還金の支払い等に

ついては、この約款によるほか、民法そ

の他の法令等に従って取り扱われます。 

[質権口記載または記録の受益権の取り扱い] 

第53条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載ま

たは記録されている受益権に係る収益分

配金の支払い、交換請求の受付け、交換

株式の交付および信託終了時の株式の交

付等については、この約款によるほか、

民法その他の法令等に従って取り扱われ

ます。 

第56条（削除） 

[信託終了時の交換等] 

第56条 委託者は、この信託が終了することとな

ったときは、クリエーション・ユニット

の整数倍の受益権を有する受益者に対し

ては、当該受益権の信託財産に対する持

分に相当する株式を当該受益権として振

替口座簿に記載または記録されている振

替受益権と引き換えに交換するものとし

ます。 

② 前項の交換は、指定参加者の営業所におい

て行うものとします。

③ 第１項の交換に係る受益権の評価額は信託

終了日の５営業日前の基準価額としま

す。この場合において、受益者が交換に

より取得する個別銘柄の有価証券の数

は、信託終了日の５営業日前の日におけ

る当該有価証券の評価額に基づいて計算

された数とし、取引所売買単位の整倍数

とします。

④ 対象指数に採用されている銘柄の株式の発

行会社等である受益者が、前項の定めに

よって交換する場合には、委託者は当該

発行会社の株式の個別時価総額に相当す

る口数の受益権を買取ることを受託者に

指図します。この場合の個別時価総額

は、信託終了日の４営業日前の寄付き以

降成行きの方法またはこれに準ずるもの

として合理的な売却の方法によって当該

株式を売却した額（売却するのに必要な

経費を控除した後の金額）とします。

⑤ 前項の規定により信託財産が買取った受益

権については、前項の個別時価総額が確

定した日から４営業日目に金銭の交付を

行います。

⑥ 指定参加者は、第１項による交換を行うと

きは、当該受益者から指定参加者が定め

る手数料および当該手数料に係る消費税

等に相当する金額を徴することができる

ものとします。

⑦ 第１項の有価証券の交換は、原則として、

交換のための振替受益権の抹消の申請が

振替機関に受け付けられたことを受託者

が確認した日の翌営業日から起算して３

営業日目から行います。
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⑧ 委託者は、信託終了日の４営業日前の日以

降、交換によって抹消されることとなる

振替受益権と同口数の受益権（信託財産

が買取った受益権を含みます。）を失効し

たものとして取り扱うこととし、受託者

は、当該受益権に係る振替受益権が交換

有価証券の振替日に抹消済みであること

を確認するものとします。

⑨ 第１項および第３項の規定にかかわらず、

次の各号の場合には信託終了時の受益権

の価額をもとに委託者が信託の終了に関

して指定する指定参加者が買取りを行う

ことを原則とします。

１． 第１項において、受益者の有する口数から

有価証券の交換に要した口数を控除した後

に残余の口数を生じた場合の残余の口数の

振替受益権 

２． 第１項におけるクリエーション・ユニット

に満たない振替受益権（取引所売買単位未

満の振替受益権を含みます。） 

⑩ 第９項に規定する指定参加者は、前項の買

取りを行うときは、当該指定参加者が個

別に定める手数料および当該手数料に係

る消費税等に相当する金額を徴すること

ができるものとします。

⑪ 信託終了に際して、委託者が信託終了に関

して指定する指定参加者は、その所有に

係るすべての受益権を交換請求するもの

とします。交換により交付される株式に

当該指定参加者の自社株式等が含まれる

場合には、委託者は受託者に対しこれを

売却する指図をするとともに、当該自社

株式等の評価額に相当する口数の受益権

を、受託者は信託財産をもって買取るも

のとします。

以上
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